
今日のネットワーク社会の急速な進展やインターネットインフラのブロードバンド化に伴

い、現行ISDN出願が有する種々の制約（回線速度、費用、操作性、利便性等）が顕在化し

つつあり、インターネット出願を求めるユーザーからの要請が高まりつつある。

特許庁としては、WIPOにおいて検討中であるインターネット利用をベースとした特許出

願に関する国際技術標準の策定状況をにらみつつ、インターネット出願の実現に向け鋭意取

り組んでいく。

オンライン出願における特許庁への手数料の納付方法は、予め開設しておいた予納口座か

らの引き落し若しくは国庫金納付書を使用した現金納付が採用されているが、昨今のネット

バンキング等、電子商取引技術の進展を踏まえた現金によるリアルタイム電子手数料決済シ

ステムの導入についても、実現に向け検討していく。

電子決済への対応�3

分類付与・Ｆタームの
一元化付与�
サーチ外注�

並
列
処
理�

記録原本�
ファイル�

DBサービス業者�
大手企業等�

方式審査�

実体審査�

自動�
設定登録�

自動�
公報編集�

出願人�
個人・中小企業�

外国特許庁�
（三極等）�

データ交換�

インターネット�

インターネット�

専用線�

マージナルコスト�

（DVD-ROM公報）�

ワンストップサービス�

・閲覧照会�
・予納残高照会�
・証明等請求�
・交付�
・公報閲覧�
・包袋・記録袋閲覧�

アウトソーシング�

JPO：サイバーオフィス�

企業・�
弁理士事務所�

特許電子�
図書館�

公　衆�

特許情報利用者�

公衆閲覧�
施設�

インターネット出願への取組�2
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